
第１６号議案

芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について

芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。

令和６年２月１６日提出

                      芦屋市長 髙 島  崚 輔

提案理由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部

改正に伴い、関係条文を整備するため、この条例を制定しようとするもの。
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芦屋市条例第  号 

芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一

部を改正する条例  

芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７

年芦屋市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。 

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例における用語の意義は、番号法において使用す

る用語の例による。 

(1) 個人情報 番号法第２条第３項に規定する個人情報をい

う。 

(2) 個人番号 番号法第２条第５項に規定する個人番号をい

う。 

(3) 特定個人情報 番号法第２条第８項に規定する特定個人情

報をいう。 

(4) 特定個人情報ファイル 番号法第２条第９項に規定する特

定個人情報ファイルをいう。 
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改正後 改正前 

(5) 個人番号利用事務実施者 番号法第２条第１２項に規定す

る個人番号利用事務実施者をいう。 

(6) 情報提供ネットワークシステム 番号法第２条第１４項に

規定する情報提供ネットワークシステムをいう。 

(7) 特定個人番号利用事務 番号法第１９条第８号に規定する

特定個人番号利用事務をいう。 

(8) 利用特定個人情報 番号法第１９条第８号に規定する利用

特定個人情報をいう。 

 （個人番号の利用範囲）  （個人番号の利用範囲） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 市長又は芦屋市教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理

するために必要な限度で利用特定個人情報であって自らが保有

するものを利用することができる。ただし、番号法の規定によ

り、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利

用事務実施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることが

できるときは、この限りでない。 

２ 市長又は芦屋市教育委員会は、番号法別表第２の第２欄に掲

げる事務を処理するために必要な限度で同表の第４欄に掲げる

特定個人情報であって自らが保有するものを利用することがで

きる。ただし、番号法の規定により、情報提供ネットワークシ

ステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個

人情報の提供を受けることができるときは、この限りでない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

別表第２（第３条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長～ 

４ 市長 

（略） （略） 

５ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による乳幼児等及び

こどもの医療費の助成に関す

る事務であって規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

（略） 

障がい者関係情報であ

って規則で定めるもの

（略） 

別表第２（第３条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長～

４ 市長 

（略） （略） 

５ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による乳幼児等及び

こどもの医療費の助成に関す

る事務であって規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

（略） 

障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

（略） 
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改正後 改正前 

（略） 

（略） 

６ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による高齢期移行者

の医療費の助成に関する事務

であって規則で定めるもの 

（略） 

（略） 

（略） 

 （略） 

障がい者関係情報であ

って規則で定めるもの

（略） 

（略） 

（略） 

７ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による障がい者及び

高齢障がい者の医療費の助成

に関する事務であって規則で

定めるもの 

（略） 

（略） 

（略） 

障がい者関係情報であ

って規則で定めるもの

（略） 

（略） 

医療費助成関係情報で

あって規則で定めるも

の（ただし障がい者及

び高齢障がい者に関す

るものを除く。） 

８ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による母子家庭等の

医療費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

（略） 

（略） 

（略） 

障がい者関係情報であ

って規則で定めるもの

（略） 

（略） 

（略） 

６ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による高齢期移行者

の医療費の助成に関する事務

であって規則で定めるもの 

（略） 

（略） 

（略） 

 （略） 

障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

（略） 

（略） 

（略） 

７ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による障害者及び高

齢障害者の医療費の助成に関

する事務であって規則で定め

るもの 

（略） 

（略） 

（略） 

障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

（略） 

（略） 

医療費助成関係情報で

あって規則で定めるも

の（ただし障害者及び高

齢障害者に関するもの

を除く。） 

８ 市長 芦屋市福祉医療費の助成に関

する条例による母子家庭等の

医療費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

（略） 

（略） 

（略） 

障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

（略） 
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改正後 改正前 

（略） 

（略） 

９ 市長 （略） （略） 

（略） 

（略） 

９ 市長 （略） （略） 

附 則                           

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年 

法律第４８号）附則第１条各号列記以外に定める部分の規定により政令で定める日から施行する。
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参 照 １ 

芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正要綱

１ 改正の趣旨 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部

改正に伴い、関係条文を整備するため、この条例を制定しようとするもの。

２ 改正の内容 

(1)  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表

第２の削除に伴い、個人番号の利用範囲を定めた規定の文言を次のとおり改める。

（第３条関係）

改正案 現 行 

市長又は芦屋市教育委員会は、特定個

人番号利用事務を処理するために必要

な限度で利用特定個人情報であって自

らが保有するものを利用することがで

きる。ただし、番号法の規定により、情

報提供ネットワークシステムを使用し

て他の個人番号利用事務実施者から当

該利用特定個人情報の提供を受けるこ

とができるときは、この限りではない。

市長又は芦屋市教育委員会は、番号法

別表第２の第２欄に掲げる事務を処理

するために必要な限度で同表の第４欄

に掲げる特定個人情報であって自らが

保有するものを利用することができる。

ただし、番号法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の

個人番号利用事務実施者から当該特定

個人情報の提供を受けることができる

ときは、この限りでない。 

 (2) 用語の定義の明確化（第２条関係） 

 (3) その他規定の整理 

３ 施行期日 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一

部を改正する法律附則第１条各号列記以外に定める部分の規定により政令で定める

日 
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参 照 ２ 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律抜粋 

（     部分は行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日に施行） 

 （定義） 

第２条 （第１項及び第２項省略） 

３ この法律において「個人情報」とは、個人情報保護法第２条第１項に規定する個

人情報をいう。 

４ この法律において「個人情報ファイル」とは、個人情報保護法第６０条第２項に

規定する個人情報ファイルであって行政機関等(個人情報保護法第２条第１１項に

規定する行政機関等をいう。以下この項及び第５章第２節において同じ。)が保有す

るもの又は個人情報保護法第１６条第１項に規定する個人情報データベース等であ

って行政機関等以外の者が保有するものをいう。 

５ この法律において「個人番号」とは、第７条第１項又は第２項の規定により、住

民票コード(住民基本台帳法(昭和４２年法律第８１号)第７条第１３号に規定する

住民票コードをいう。以下同じ。)を変換して得られる番号であって、当該住民票コ

ードが記載された住民票に係る者を識別するために指定されるものをいう。 

（第６項及び第７項省略） 

８ この法律において「特定個人情報」とは、個人番号(個人番号に対応し、当該個人

番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外の

ものを含む。第７条第１項及び第２項、第８条並びに第４８条並びに附則第３条第

１項から第３項まで及び第５項を除き、以下同じ。)をその内容に含む個人情報をい

う。 

９ この法律において「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個

人情報ファイルをいう。 

１０ この法律において「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立

行政法人等その他の行政事務を処理する者が第９条第１項から第３項までの規定に

よりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び

管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。 
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（第１１項省略） 

１２ この法律において「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用事務を処理

する者及び個人番号利用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

（第１３項省略） 

１４ この法律において「情報提供ネットワークシステム」とは、行政機関の長等(行

政機関の長、地方公共団体の機関、独立行政法人等、地方独立行政法人(地方独立行

政法人法(平成１５年法律第１１８号)第２条第１項に規定する地方独立行政法人を

いう。以下同じ。)及び地方公共団体情報システム機構(以下「機構」という。)並び

に第１９条第８号に規定する情報照会者及び情報提供者並びに同条第９号に規定す

る条例事務関係情報照会者及び条例事務関係情報提供者をいう。第７章を除き、以

下同じ。)の使用に係る電子計算機を相互に電気通信回線で接続した電子情報処理組

織であって、暗号その他その内容を容易に復元することができない通信の方法を用

いて行われる第１９条第８号又は第９号の規定による利用特定個人情報の提供を管

理するために、第２１条第１項の規定に基づき内閣総理大臣が設置し、及び管理す

るものをいう。 

（第１５項省略）  

（特定個人情報の提供の制限） 

第１９条 何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提供

をしてはならない。 

（第１号から第７号まで省略） 

(8)  別表の各項の上欄に掲げる行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の

行政事務を処理する者（準法定事務処理者を含む。以下この号において「別表行政

機関等」という。）のうち特定個人番号利用事務（同表の当該各項の下欄に掲げる

事務のうち、迅速に特定個人情報の提供を受けることによって効率化を図るべきも

のとして主務省令で定めるものをいう。以下この号及び次号において同じ。）を処

理する者として主務省令で定めるもの（法令の規定により特定個人番号利用事務の

全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。以

下「情報照会者」という。）が、特定個人番号利用事務を処理するために、政令で

定めるところにより、当該特定個人番号利用事務を処理するために必要な特定個人

情報として主務省令で定めるもの（以下「利用特定個人情報」という。）を記録し

た特定個人情報ファイルを保有する者として主務省令で定める別表行政機関等又
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は法務大臣 (法令の規定により当該利用特定個人情報の利用又は提供に関する事

務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。

以下「情報提供者」という。)に対し、当該利用特定個人情報(情報提供者の保有す

る特定個人情報ファイルに記録されたものに限る。)の提供を求めた場合において、

当該情報提供者が情報提供ネットワークシステムを使用して当該利用特定個人情

報を提供するとき。 

（第９号から第１７号まで省略） 
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第１６号議案説明資料

同一機関内 庁外

名称 利用 庁内連携（機関内） 情報連携

根拠法
番号法第９条第１項

別表第１
番号法第９条第２項
法別表第２（※）

番号法第１９条第８号
法別表第２（※）

根拠条例 条例第３条第２項

名称 独自利用 庁内連携（機関内） 情報連携

根拠法 番号法第９条第２項 番号法第９条第２項
番号法第１９条第９号

第９条第２項
※個人情報保護委員会の承認が必要

根拠条例 条例第３条第１項 条例第３条第３項 条例第３条第１項

※今回の番号法一部改正により、番号法から別表第２が削除され主務省令で規定される。

個人番号に係る規定一覧

連携
利用

法定事務

独自利用事務
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